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整理した上で、第 3 章から第 7 章において、それぞれの要素を取り上げる。 
 
 「アイデンティティ」（第 3 章） 










実施していると考えられる外交政策を ODA の事例で考察する。このように、2 つ目の要






 「利益」（第 7 章） 































占めており、総面積は 19 万 9,900 平方キロメートルの山地国家である。人口は 600 万人
で、民族構成はキルギス人が 72.8％、ウズベク人が 14.5％、ロシア人が 6.2％を占めてい












成 23 年度外務省 ODA 評価 2012: 27）。国土が小さく資源が乏しい日本と同様に、キルギ
スは他の中央アジア諸国と比較して天然資源が少なく、人口や面積も小さいが、民主化の
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本論文の構造は、7 章からなる。先ず、第 1 章の序論では研究背景、研究の目的、先行
研究、研究方法について述べる。次章において、国際社会における国家間関係を巡る理論
                                                   
27 Open KG を参考に筆者が作成。  http://www.open.kg/about-kyrgyzstan/territory-
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力（power）、安全保障のジレンマ（security dilemma）、そして勢力均衡（balance of 
power）といった概念が登場する（山田、大矢根 2011: 25）。 
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9 以下、コンストラクティヴィズムにおけるアイデンティティ、規範と利益の関係に関して主
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ティ」、「規範（価値）」、「利益」といった 3 つの構成要素に着目して分析する。 
 
                                                   
11 外務省『平成 21 年版外交青書』2009、171 頁。 
 25 
 




中央アジア諸国への ODA の実績は 2009 年度までに 3,149.80 百万 US ドル 1、その内、有
償資金協力は 2,090.42 百万 US ドル、無償資金協力は 568.92 百万 US ドル（うち国際期
間を通じた贈与 10.20 百万 US ドル）、技術協力は 490.42 百万 US ドルを提供した。中央








及に言及した上で、日本の対キルギス外交政策における ODA の役割について論じる。 
 
3.1 戦後の日本外交におけるアイデンティティの変容 








                                                   
1 外務省『政府開発援助（ODA）国別データブック 2010』194 頁。  
2 上記と同様、218 頁。 
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4 細谷雄一「外交の新たなアイデンティティを求めて」2011  
http://www.nippon.com/ja/features/c00201/?pnum=1 2015.06.24 閲覧。 
5 「 昭和 32 年版わが外交の近況」1957  





































 1970 年代 











アがそれぞれ 1 割程度にまで上昇し、相対的にアジアの比率は 70 割程度まで低下してい
った。 
 一方、1978 年の「福田ドクトリン」が戦後日本のアジア外交において大きな転換を起こ
した。また、この年は ODA の「3 年倍増宣言」も出され、1989 年に日本の ODA が世界
一の水準まで拡大した。「福田ドクトリン」の背景には、当時のアジア情勢の変化が挙げら









 1980 年代 









































て、1993 年の第 1 回 APEC（アジア太平洋経済協力）首脳会議、1997 年からは東アジア
地域協力として「ASEAN+3」、1997 年にロシアや中央アジア諸国に対して提唱した「ユ
ーラシア外交」、さらに 2004 年に「中央アジア＋日本」対話などが始まった。 
 




成立したブレア政権が「倫理的対外政策(ethical foreign policy)」や「善のための力(force 
for good)」を語るようになり、また 2001 年にアメリカで成立したブッシュ政権は、いわ
ゆるネオコン（新保守主義者）たちが自由や民主主義を世界に普及するためのレジーム・
チェンジ（体制転換）を論じるようになっていった 6。日本外交においても、麻生外相









                                                   
6 細谷雄一「外交の新たなアイデンティティを求めて」2011  






























                                                   
7 外務省『平成 19 年版外交青書』2007、2-8 頁。 
8 上記と同様。 
9 麻生外務大臣演説「『自由と繁栄の弧』をつくる－拡がる日本外交の地平」 




















的発展のためのパートナーシップ・イニシアティブ」(PDD; Partnership for Democratic 





















になったことも大きく影響している（日本国際政治学会編 2004: 2）。 
廣瀬が指摘しているように、日本の対中央アジア外交の中で、同地域は以下の特徴を持












廣瀬が指摘するように、日本の対中央アジア外交は対 NIS（New Independent States=新
独立国家）諸国外交の一環として始められた（廣瀬 2009: 5）。1991 年 8 月 31 日にキルギ
スはソ連からの独立を宣言し、同年 12 月 21 日には、キルギスを含む旧ソ連邦を構成して
いた 11 共和国からなる独立国家共同体が成立し、ソ連邦は解体した。日本は 1991 年 12
月 28 日にキルギスを国家として承認し、1992 年 1 月 26 日には国交を樹立した。このよ
うに、1991 年 12 月のソ連崩壊により、日本は、ロシア及び新たに独立したウクライナ等
11 カ国との間で新たな関係を構築する必要が生じ、12 月、ソ連と継続性を有する同一の
国家であるロシア以外の 10 カ国（グルジアを除く）を独立国家として承認（1992 年 4 月
 34 
 
にはグルジアも国家承認）し、以後 1992 年 9 月までに、これら諸国との間で順次外交関




ルギスを日本の ODA のショー・ウィンドウにすることができれば、CIS 諸国やロシアが
日本との関係をより重視するようになるだろうという目論見があった（河東 2009）。結果
としてキルギスは 1992 年、中央アジアでは日本外相が最初に訪問する国となった。中央
アジア諸国と日本の関係を振り返ると、1992 年 4 月に渡辺美智雄外務大臣がキルギス、カ
ザフスタンを訪問し、同年の秋には中央アジア 5 ヶ国を ODA 対象国に指定した。1993 年









無償資金援助を受け、中央アジアにおける日本の ODA の重要な受益国となった。 
 
「シルクロード外交」 





5 カ国とアゼルバイジャン、グルジア、アルメニアのコーカサス 3 カ国からなるシルクロ
ード地域への取り組みの強化を訴えた。同地域は、地政学的な重要性、経済的な重要性、
                                                   







 政治対話において、1997 年 7 月に、ロシア・中央アジア対話ミッション（トルクメニス
タン、キルギス、カザフスタン、ウズベキスタン）、同年の 9 月に麻生太郎経企庁長官
（カザフスタン、キルギス、ウズベキスタン）、翌年の 8 月に武見敬三外務政務次官（タ
ジキスタン）、11 月に渡部恒三衆議院副議長（ウズベキスタン）、1999 年 5 月に高村正彦
外務大臣（アゼルバイジャン、ウズベキスタン）、8 月に武見敬三外務政務次官（カザフス
タン、キルギス、タジキスタン）の訪問など、1997 年から 2002 年の間、政府要人の往来
が多くなった。 
1998 年に橋本総理が辞任した後、シルクロード外交は 1997 年のロシア・中央アジア対
話ミッションの団長を務めた小渕総理によって継続された。1999 年 5 月当時の高村外相が
ウズベキスタンを訪問した結果、大使館が 2002 年にタジキスタン、2003 年にキルギスに







中央アジアにおいて、日本は、二国間ベースの ODA 支出純額で、1999 年及び 2000 年



























⑤文化交流・人的交流といった 5 つの柱からなり、第 1 回外務会合は同年にカザフスタン
で開催された。8 月のカザフスタンにおける初回会合において、アフガニスタンの復興、
不法麻薬、テロ、環境、資源、運輸、貿易、投資など地域的課題に取り組む上で地域内協
力の重要性が強調された。第 2 回外務会合は 2006 年 6 月に東京で、第 3 回の外務会合は
2010 年 8 月にウズベキスタンで実施、その後、第 4 回は 2012 年 11 月に東京で開催され









3.3 キルギスと日本の 2国間関係の考察 
 次に、キルギスと日本との二国間関係における、政治関係、経済関係、文化関係につい
て具体的に述べたい。日本はキルギスを 1991 年 12 月 28 日に国家として認証したことで、
両国の外交関係は 1992 年 1 月 26 日に樹立された。二国間条約・協定に関しては、1993
年 4 月にキルギスと日本の間で、日本と旧ソ連邦間で結ばれた条約の継承が確認されてい
る。そして、2003 年 1 月に在キルギス日本大使館が、翌年の 2004 年 4 月に在日キルギス




 これまでに、キルギス側からはアカエフ初代キルギス共和国大統領が 1993 年 4 月、
1998 年 10 月、1999 年 4 月に来日、バキエフ大統領が 2007 年 11 月に来日、そしてアタ















                                                   
11 外務省「安倍総理大臣のキルギス訪問」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/erp/ca_c/kg/page1_000147.html 2016.04.12 閲覧。 
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きたいと述べている 12。  
 一方、両国の経済関係において、キルギスと日本との間の投資については、まだ実績が
見られていないが、貿易関係に関しても規範が非常に小さく、2014 年度の実績で日本の輸
出が約 133.8 億円、輸入が約 1.3 億円である。日本と中央アジア 5 カ国との貿易関係は、
2008 年の時点ではカザフスタンが 68％、ウズベキスタンが 25％であるが、それに対し、
キルギスは僅か 2％を占めるに過ぎない（図 2 及び図 3）。 
 
図 2. 2008 年度日本と中央アジア各国との貿易（総額 1,549,262 US ドル） 13 
 
図 3．日本と中央アジア各国との貿易動向 （単位：1000US ドル） 
                                                   
12 Akipress. Синдзо Абэ: Визит в Кыргызстан имеет эпохальное значение в истории 
отношений обеих стран (интервью) http://kg.akipress.org/news:625850；外務省 アキプレ
ス通信（キルギス）による安倍総理大臣インタビュー
http://www.mofa.go.jp/mofaj/p_pd/ip/page4_001489.html 2016.07.01 閲覧。 
13 日本キルギスビジネスフォーラムの資料を基に筆者が作成。http://www.jp-




 日本からキルギスへの輸出内訳 14をみると（2014 年 1 月‐12 月）、輸送用機器が
79.8％で、その内、中古乗用車がシェア 78.4％で最も多い。一方、キルギスから日本への
輸出内訳をみると、その内容は、原料別製品が 80.1％、再輸入品が 8.5％及び動物性原材
料が 5.3％を占めている。1992 年‐2010 年のキルギスと日本との貿易動向は表.1 及び参
考資料Ⅰ・Ⅱの通りである。 
 
表１．日本と中央アジア各国との貿易動向 （単位：1000US ドル） 
国名 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 
カザフスタン 188,663 252,254 431,459 513,612 584,582 615,641 1,049,836 
キルギス 11,515 22,310 4,237 2,658 10,891 33,826 35,443 
タジキスタン 2,959 7,804 9,021 6,101 1,940 3,574 1,748 
トルクメニスタン 6,155 28,111 51,127 14,698 52,491 92,232 76,005 
ウズベキスタン 90,327 135,461 137,920 180,485 195,698 225,731 386,230 




た文化協定が継承されている。1993 年度から 2014 年度にかけて日本の ODA の枠組で実
施されている文化無償資金協力の内容は以下の通りである。 
1993 年度 国立オペラ・バレエ劇場に対する楽器供与（50 百万円） 
1995 年度 国立テレビ・ラジオ協会に対するスタジオ機材（48.4 百万円） 
1998 年度 国立高等音楽院に対する楽器供与（46.6 百万円） 
2003 年度 国立図書館に対するマイクロフィルム機材及び印刷機材（42.7 百万円） 
2009 年度 キルギス合気道連盟畳整備計画（約 190 万円） 
2010 年度 体育庁柔道器材整備計画（6,920 万円） 
2011 年度 民族和解のためのオシュ市ウズベク公民館整備計画（8,216,747 円） 
2014 年度 ビシュケク人文大学東洋国際関係学部日本語学習環境改善計画（8,892,863 円） 
2015 年のキルギス訪問にあたり、安部総理大臣は、世界遺産登録された「シルクロー
ド」の遺産保護のため協力していくこと、両国間の相互理解を深めるため日本語教育、映
                                                   
14 日本キルギス投資環境整備ネットワーク「2014 年 1－12 月の日本の対キルギス輸出品構成」 











3.4 対キルギス日本の ODAの概要 
ODA とは、Official Development Assistance（政府開発援助）の頭文字を取ったもの
である。①政府開発援助、②その他の政府資金（OOF）、③民間資金の 3 つに分類される







などに分かれて、JICA が担当している。2009 年、日本の ODA の支出純額は 94 億 6,861





コーカサス地域に対して、日本政府は、2009 年に ODA 総額 6,001,24 百万ドルの約 3.5％
                                                   
15 外務省「安倍総理大臣のキルギス訪問」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/erp/ca_c/kg/page1_000147.html 2016.04.12 閲覧。 
16 外務省『2010 年版 政府開発援助（ODA）白書』2010 
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に相当する 212.56 百万ドルを供与した 17。 
日本の援助の源流は、1954 年のコロンボ・プランに加盟したことから始まる。1958 年
にはインドに対して初めて円借款が供与され、1969 年には無償資金協力も開始された。そ
れと同時に、日本は戦後復興期から高度経済成長期が開始された 1960 年代までの約 20 年
間、米国や世界銀行から援助を受け入れていた「被援助国」でもあった。日本への援助は、
アメリカによって行なわれ、1946 年から 1951 年の間に約 50 億ドルが拠出された。そし
て、日本は 1963 年に DAC に参加し、1964 年に OECD に加盟し、1974 年には JICA を
設立した。1989 年には日本は ODA 実績が、DAC 諸国の中で第 1 位となった。 
以下、日本の ODA の特徴について、中央アジア・コーカサス地域を考慮に入れながら、
簡単に言及する。『ODA 白書 2010』によれば、2009 年度の実績に基づく日本の ODA の
特徴は以下のように要約できる。 
(1 ) 日本の ODA は二国間援助が中心で、国際機関を通じた ODA に対し全体の 63.4％であ
る。なお、二国間援助の内訳は、無償資金協力のシェアが ODA 実績全体の約 23.3％とな
っている。さらに技術協力は全体の約 32.9％を占め、円借款に対し、贈与が ODA 全体の
56.6％を占めている。 
 




カ地域のシェアが 2006 年から増加しており、2009 年は 23.1％である。 
 
(3) 二国間 ODA の地域別実績において、アジアの中では、東アジア、東南アジア、南アジ
ア、北東アジアに次いで、中央アジア・コーカサス地域が続き、日本によりアジア地域全
体に支援された ODA の 3.5％を占めている。 
 
(4) 二国間 ODA はアジア、中でも東アジアで円借款の比率が高いが、アフリカは無償資金、
中南米は技術協力の比率が高い。一方、中央アジア・コーカサス地域は大きくアジアに分
類されているが、内訳をみると、円借款が全体の 64％になっていることが分かる（全体の




212.56 百万 US ドルに対し 119.31 百万 US ドル） 
 
(5) アジア地域において、二国間 ODA の 3 大供与国はベトナム、インドネシア、中国であ
る。なお、形態別に分けると、無償資金協力において大供与相手国はアフガニスタン（全
体の 6.40％）、技術協力において中国（全体の 8.86％）、円借款においてベトナムである。 
 
(6) 日本が最大の援助供与国となっている国一覧から分かるように、中央アジア諸国の中、
カザフスタンに対して行われた日本の ODA のシェアが他のドナーと比較して、2005 年は
44.8％、ウズベキスタンにおいては、2004 年‐44.8％、2007 年‐55％、2008 年‐44.5％
である。キルギスに関しては、次節で詳細にみる。 
 





て述べる。中央アジアに対する日本の ODA は、現在までの円借款が 2,165.10 億円で、そ
の大部分がカザフスタンとウズベキスタンに集中している。一方、贈与に関して、無償援









に欠かせない、いわゆる基礎的生活分野(Basic Human Needs: BHN)及び人造り分野が大
きな柱になっている。 


















て開始された。1993 年 1 月にキルギスを含む中央アジア 5 カ国が DAC の途上国リストに
記載された後、日本はキルギスに対する二国間 ODA の提供を開始し、翌年からキルギス
に対して最大の二国間 ODA 提供国となっている。例えば、95 年の供与額は 45.8 百万ド
ルで、キルギスが受け取った DAC 諸国による二国間援助総額の 47.3％を占めている（国
際協力推進協会 1998: 66）。ODA の援助機関別実績をみると、当初は DAC 二国間援助が
主であったが（1993 年は全体の 69.4％、94 年は 50％、95 年は 29.3％）、その後は国際機















協力（以下 IDA）による支援が主である。2010 年以来、IDA に次いで、EU による支援














                                                   
19 政府開発援助(ODA) 国別データブック（1993-2010）により筆者が作成。 
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表 2．キルギスに対する国際機関による援助（2005-2014 年）20（単位：百万 US ドル） 



























































































































下に米国、ドイツ、スイスなどが続いている。2000 年以降は、米国が 1 位になり、2014
年の時点では、キルギスに対して DAC 諸国の中、日本がドイツ、米国、ニュージーラン






                                                   
20「Geographical Distribution of Financial Flows to Developing Countries 2011」http://www.oecd-
ilibrary.org/development/geographical-distribution-of-financial-flows-to-developing-
countries_20743149 により筆者が作成、2016.07.05 閲覧。 
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表 3．キルギスに対する DAC 諸国による二国間援助 1995-2014 年 21  
（単位：百万 US ドル） 
年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 合計 
1994 日本 44.5 米国 22.0 ドイツ 2.0 スイス 13.5 オランダ 0.1 84.4 
1995 日本 45.8 米国 19.0 ドイツ 15.5 スイス 8.1 オランダ 3.6 96.8 
1996 日本 44.3 米国 28.0 ドイツ 10.5 オランダ 8.7 デンマーク 3.0 99.4 
1997 日本 18.1 ドイツ 8.7 スイス 8.5 米国 8.0 デンマーク 2.6 50.4 
1998 米国 30 日本 25.2 ドイツ 7 スイス 5.2 フランス 3.6 79.8 
1999 日本 62.5 米国 30.2 ドイツ 7.4 スイス 6.2 オランダ 2.0 115.6 
2000 日本 47.8 米国 24.6 ドイツ 4.8 英 2.2 カナダ 0.6 91.3 
2001 米国 28.1 日本 23.2 ドイツ 7.4 スイス 4.9 英 2.4 71.3 
2002 米国 51.7 スイス 13.9 ドイツ 11 日本 8.1 英 4.5 95.2 
2003 米国 40.1  日本 31.2  ドイツ 14.8 スイス 8.6  英国 7.1  112.6 
2004 米国 39.90  日本 26.69  ドイツ 13.67  スイス 10.42  英国 6.29  108.8 
2005 米国 40.76  ドイツ 27.64  日本 20.95  英国 9.36  スイス 9.31  124.91 
2006 米国 50.32  ドイツ 17.88  日本 17.22 スイス 16.54  英国 11.19  123.55 
2007 米国 39.82  ドイツ 25.02  日本 15.68  英国 12.95  スイス 10.56  118.65 
2008 米国 63.63 ドイツ 21.32  英国 13.71  日本 12.35  スイス 10.87 142.4 
2009 米国 52.5 ドイツ 33.1 スイス 18.2 日本 17.8 英国 8.9 139.6 
2010 米国 56.0 ドイツ 25.1 日本 23.2 スイス 17.6 韓国 14.1 161.1 
2011 米国 65.0 ドイツ 43.1 日本 30.5 英国 11.9 韓国 4.1 176.2 
2012 米国 56.0 ドイツ 32.3 スイス 22.8 日本 19.0 フランス 8.1 138.8 
2013 米国 65.1 ドイツ 47.6 スイス 24.3 日本 19.5 英国 8.4 157.1 
2014 ド イ ツ49.5 米国 49.3 
ニュージー
ランド 30.5 スイス 29.0 日本 28.7 181.3 
 
2008 年までの日本の対キルギス ODA の実績累積は（支出純額ベース）は 455.03 億円
となっており、中央アジア 5 カ国に対する援助実績の累積 2,948.53 億円の 15％を占めて
いる。2009 年度の時点でみると、キルギスに対する援助累計 484.61 億円の内訳は、政府
貸付は 256.65 億円、無償資金協力は 124.74 億円、技術協力は 103.22 億円となっており、
政府貸付のシェアは全体の半分を上回っており、53％を占めている（参考資料Ⅳ）。 
キルギスに対する支援を開始するための案件発掘を目的に、日本から 1993 年 6 月‐7
月には経済協力調査団、1995 年 10 月には政策協議調査団が派遣され、その結果、2009
年までは援助の重点分野として(1)市場指向型経済の導入支援、(2)BHN（基礎医療、教育
等）分野、(3)経済インフラ分野、(4)農業分野が指摘されてきた。 
                                                   
21  政府開発援助(ODA)国別データブック（1993-2010）及び “Geographical Distribution of 
Financial Flows to Developing Countries 2011” により筆者が作成。 http://www.oecd-
ilibrary.org/development/geographical-distribution-of-financial-flows-to-developing-
countries_20743149 2016.07.05 閲覧。 
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日本の ODA によりキルギスに対して、1996 年度から一般無償資金協力や草の根・人間







国際空港改築のための融資 4,550 万 US ドル及びビシケク－オシュ道路建設のための融資









ンター（キルギス日本センター）及び 2004 年に設置された国立 IT センターにおいて、ビ
ジネス及び IT の分野でキルギス共和国の人材育成向けて協力が行われている。 
1993 年度から 2008 年度にかけて行われた対キルギス日本の ODA 実績は表 7、その具
体的な内容及び年度別・形態別実績については参考資料Ⅴの通りである。 






                                                   




キルギスにおける民主化プロセスの進展に向けた支援の例として、2015 年から 2017 年ま
























‐ナリン州道路維持管理機材整備計画（無償資金協力 5.72 億円）  
‐チュイ州橋梁架け替え計画（無償資金協力 6.35 億円）2009‐2010 年 
‐イシククリ州、チュイ州道路維持管理機材整備計画（無償資金協力 9.74 億円）
2010‐2013 年 
                                                   





‐ビシュケク市交通改善計画調査（開発計画 2.40 億円） 2011‐2013 年 







‐道路行政アドバイザー  個別専門家の派遣 2009‐2010 年 
‐地域別研修「中央アジア地域道路維持管理」課題別研修他 2009‐2010 年 
‐ビシケク市交通改善計画調査開発計画 2011‐2013 年 
 
農業発展・地方振興 



















‐バイオガス技術普及支援計画（技術協力プロジェクト 2.48 億円）2009‐2011 年 
‐共同森林管理実施能力向上プロジェクト（技術協力プロジェクト 3.15 億円） 
2009‐2013 年 
‐農村開発分野の地域別研修（4 件） 課題別研修他  







「キルギス共和国日本センター」は 1995 年 5 月 18 日に設立され、その後、2003 年 4
月 1 日に JICA に移管され「キルギス共和国日本人材開発センター」プロジェクトとして
開始した（2003‐2008 年、2008‐2013 年、2013‐2016 年）。 
‐中央アジア官公庁ＩＴ専門官育成第三国研修（0.16 億円）2009‐2011 年 
‐ICT 政策アドバイザー（個別専門家 0.33 億円）2009‐2011 年 
‐市場経済化分野の青年海外協力隊 JOCV 2009‐2015 年 


















‐障害者の社会進出促進プロジェクト（技術協力プログラム 0.91 億円） 2009 年 
‐中央アジア地域障害者のメインストリーミング及びエンパワーメント促進（課題別研
修他）2010‐2012 年 
‐障害者エンパワーメント分野の青年海外協力隊 (11 名) JOCV 2009‐2013 年 









‐国立小児病院医療機材整計画 （無償資金協力 5.32 億円） 終了  
‐ビシュケク緊急医療改善計画 無償資金協力 8.39 億円） 終了 
‐産科婦人科病院医療器材整備計画 （無償資金協力 6.88 億円） 終了 
‐地方小児医療機材整備計画 （無償資金協力 3.99 億円） 終了 
‐国立小児病院医療機材フォローアップ （0.50 億円）2009‐2010 年 
‐医療保健分野の地域別研修（1 件） 課題別研修他 2009‐2010 年 
‐体育庁柔道器材整備計画 （一般文化無償 0.69 億円）2011‐2012 年 
‐バラサギン名称キルギス民族大学におけるＬＬ機材整備計画 （草の根文化 0.068 億
円）2011 年 
キルギス音楽大学施設整備計画 （草の根文化無償 0.083 億円）2010‐2011 年 










償資金協力 6.10 億円）国連高等難民弁務官事務所（UNHCR）連携 2010‐2011 年 
‐オシュ及びジャララバードにおける青年・少年間の平和構築プログラム （0.5 百万
US ドル）国際移住機関（IOM）連携 2011 年 
（3）地域内協力の促進 































3.5 日本の対キルギス外交政策における ODAの役割 




 1954 年に開始されてから ODA は約 60 年間にわたり日本の外交政策の一環として、発
展途上国の自助努力を支援するために実施されてきた。徐顕芬によると、ODA は政府、









を明らかにしている 24。当初の日本の ODA には一般的に 2 つの大きな役割があり、1 つ
                                                   








1990 年代に入ると、欧米諸国が ODA の量を減らす中、日本は 1991 年から 2000 年ま
での間、世界最大の援助供与国となった。1991 年には ODA の実施にあたって、途上国の
①軍事支出、②大量破壊兵器・ミサイル開発・製造、③武器の輸出入などの動向、④民主













計画（以下 UNDP）の 1994 年版人間開発報告書であった。この中では人間の安全保障を、
飢餓・疾病・抑圧等の恒常的な脅威からの安全の確保と、日常の生活から突然断絶される




                                                   
25 上記と同様。 































                                                   
27 上記と同様。 
28 上記と同様。 















がっている 31。2 つ目の役割は、ODA を通じて資源、エネルギー、食料などの安定的な供
給確保ができることである。3 つ目は、上述したように、世界規模の諸問題の解決に向け
た協力は、結果的には日本の安全や繁栄に繋がるという観点で重要な意義がある。 
 なお、本論文のアプローチの側面からキルギスにおける日本の ODA の役割を考える際
は、特に ODA を通じた友好関係の強化及び日本に対する理解の促進による国際社会にお









                                                   
30 外務省「人間の安全保障分野をめぐる国際潮流」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/index.html 2016.07.01 閲覧。 
31 外務省『平成 26 年版外交青書』2014、161 頁。  
32 外務省 中央アジア地域における対日世論調査（全質問・回答集計結果）




事項/国 全体 カザフスタン ウズベキスタン キルギス タジキスタン 
良好だと思う 59 48 79 52 56 
どちらかというと良好
であると思う 
26 42 13 23 24 
どちらかというと良好
ではないと思う 
2 3 0 2 2 
良好だとは思わない 4 3 3 5 5 
わからない 10 5 5 19 12 
出所：外務省「中央アジア地域における対日世論調査」（全質問・回答集計結果）（2015 年
4 月 15 日）3 頁より。 
 
表 5．Q：あなたは日本に親しみを感じますか。（単位：％） 
事項/国 全体 カザフスタン ウズベキスタン キルギス タジキスタン 
親しみを感じる 55 50 73 49 49 
どちらかというと親し
みを感じる 
23 37 13 25 15 
どちらかというと親し
みを感じない 
4 6 1 3 5 
親しみを感じない 7 2 9 5 11 
わからない 12 5 5 18 20 
出所：外務省「中央アジア地域における対日世論調査」（全質問・回答集計結果）（2015 年





















事項/国 全体 カザフスタン ウズベキスタン キルギス タジキスタン 
ロシア 63 81 37 80 54 
日本 14 5 26 5 20 
中国 3 1 3 1 7 
韓国 3  1 8  1  2 
トルコ 3  4  3 3 3 
米国 2  1 3 2 2 
ドイツ 1 1 1 2 1 
英国 1  0.3  0.3 -  1 
インド 0.3  1  1 - - 
フランス 0.3 - 1 - 0.3 
オーストラリア 0.2  0.3  - - 0.3 
ニュージーランド 0.2  0.3 0.3 - - 
その他 1.4 -  1  2  0.3 
分からない 8  4  1 5 4  9 
出所：外務省「中央アジア地域における対日世論調査」（全質問・回答集計結果）（2015 年
4 月 15 日）4 頁より。 
 




































 また、第 5 章の事例 2．「キルギス日本人材開発センター」で詳細に紹介するが、プロジ
ェクト関係者は日本の外交政策や援助政策におけるキルギスの意義について、「日本の国際
社会における立場の向上及び維持」に注目している。 
 第 2 章の理論的な枠組みにおいて考察したように、コンストラクティヴィズムによる国
益観は、諸行為主体は互いに関係を持ち、協力や対話を重ね、行動し合うこと、つまり、
                                                   






























































域開発計画調査」1では開発計画プログラムとして次の 4 つが挙げられた。 
(1)．コミュニティ強化        (2)．農業、農産業復興 


















の日本の経験が日本の ODA の枠組みで JICA により途上国に導入され、国家間相互作用
を通して、二国間関係を取り巻く構造を成立させたことの例である。中央アジア諸国の中
                                                   
1 JICA Knowledge Site 、イシククル地域総合開発計画調 ( 調査機関： 2003 ‐ 2006 年 ) 
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWVDocSearchX/A3684D98A2A6DA83492575D10036






第 2 節、第 3 節では、キルギス OVOP 運動の導入及び実施体制について詳しく説明する。
そして、第 4 節において、現地調査の内容を考察し、第 5 節では、調査結果をまとめる。 
 
4.1 イシククル州について 
JICA はキルギスの全 7 州の内、チュイ州、ナリン州及びイシククル州といった北部 3
州で援助を展開している 2。その中で、イシククル州が支援の重点地域である。 
 
表 7． キルギス全土 7 州の基礎データ 3  
番号 州 州都 面積(km2) 人口 失業率 収入総額 
1 ビシケク(首都)  169,9 858,300 8.6% 289,149 
2 チュイ ビシュケク 20,200 808,200 12.7% 294,281 
3 ナリン ナルィン 45,200 269,700 11% 95,705 
4 イシククル州 カラコル 43,735 438, 389 10.7％ 170,499 
5 タラス タラス 11,400 219,800 5.5% 91,738 
6 ジャララバード ジャララバ
ード 
33,700 1023,200 6.9% 392,915 
7 オシュ オシュ 29,200 1,229,500 5.5% 487,765 
8 バトケン バトケン 17,000 433,800 11% 172,163 
注：表中の番号は図 5 の番号と対応している。 
  
 
                                                   
2 キルギスの行政区画は 7 つの州（Oblast）から成り立っている。州の中に、Raion-ラヨン
（地区に当る）があり、更にラヨンは Aiyl Okmotu（以下 AO）と呼ばれる自治体に分かれる。
全国 7 州、40 地区、493 自治区、22 市がある。 






































表 8．イシククル州の行政地区 5  




自治区 村 人口 
1 カラコル州都 44 1 2   63,400 
2 バルクチ市 38 1 1   42,400 
2 アクス 9,917   13 38 63,700 
3 ジェティ・オ
グズ 
14,499   13 42 82,100 
4 トン 7,230  1 8 29 49,100 
5 イシククル 3,603 1  12 30 75,500 
6 チュプ 2,121  1 12 36 58,800 
合計 43,735 3 5 58 175 435,000 




ククル（Issyk-Kul）、チュプ（Tup）及びトン（Ton）の 5 つのライオン、2 つの特別市、
58 の自治区、175 の村から構成され、人口は 435,000 人である。 
 
表 9．イシククル州の経済 6 





GRP 百万ソム 21,259.8 11,672.2 187,991.9 
全国に対して （％） 11.3 6.2 100.0 
一 人 当 た り  
GRP 
(ソム) 48,761 26,771 35,618.5 
全国に対して (％) 139.9 75.2 100.0 
 
面積はキルギス全土の中で、ナリン州に次いで、第 2 位に大きく、43,700 km2、人口密
度は 10,5/km2である。イシククル州の域内総生産（GRP）のかなりの部分をクムトール
                                                   
5 キルギス国立統計局 Нацстатком Кырг. Респ., Перепись населения и жилищного фонда 
Кыргызской Республики 2009 года, Книга III (в таблицах), Регионы Кыргызстана, 
Иссык-Кульская область, 2010 を基に筆者が作成。  
6  Японское Агентство Международного Сотрудничества, Проект активизации 






金鉱が占めており、それを除外すると、一人当たりの GRP は 26,771 ソム 8となる。 
 
 
図 6．イシククル州の就業構成 (15 歳以上)9 
 
イシククル州の就労人口の内、15 歳以上の男性の失業率は 8.7%であるのに対し、女性




表 10．イシククル州の就業構成 (15 歳以上)10 
農業 95,439 人 販売 10,451 人 教育 11,052 人 保健 6,474 人 
ホテル、レストラ
ン  4,145 人 
 
公務員 6,252 人 その他のサービ
業 5,456 人 通信 5,615 人 




州内の女性就労人口の失業率は表 11 の通りである。イシククル地区で 17.4％、次にト
                                                   
8 ソムはキルギスの通貨。１ドル＝約 60 ソム。 
9 キルギス国立統計局 Нацстатком Кырг. Респ., Перепись населения и жилищного фонда 
Кыргызской Республики 2009 года, Книга III (в таблицах), Регионы Кыргызстана, 




ンが 13.8%、ジェティ・オグズが 8.8％で女性の失業率が非常に高い。 
 
表 11．イシククル州地区別失業率 11 
地区 失業率（％） その内： 
男性 女性 
アクス 3.8 2.8 5.1 
ジェティ・オ
グズ 
5.9 3.8 8.8 
イシククル 12.9 9.8 17.4 
トン 10.9 8.8 13.8 
チュプ 0.8 0.7 0.9 





ン資金、GTZ（German Agency for Technical Coopreation）、Swiss Corp、ユネスコ等、
他のドナーも欧米の援助機関を中心に協力を実施している。GTZ は 1994 年から 7 年間、
観光分野専門家を派遣するなど、イシククルバイオスフェアリザーブの調査に協力した。
Swiss Corp はプログラム Helvetas を通じ、コミュニティレベルでの観光振興を目的とし







4.2 キルギス OVOP運動の導入 
国の経済成長が、地域住民に共有され、持続可能なものになるためには、個人及び地域
コミュニティレベルでの経済成長が重要ではないかとの視点から、発展途上国における貧



















織化されて いないため 、経済活動の活性化を妨げている現状にある 13 。 










                                                   
12 外務省『政府開発援助（ODA）白書 2008 年版』。 
13 2008 JICA Knowledge Site「イシククリ地域総合開発計画調」
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWVDocSearchX/A3684D98A2A6DA8349257
5D100360B97?OpenDocument 2011.05.20 閲覧。 
14 JICA Knowledge Site「プロジェクト基本情報」
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イシククル州活性化プロジェクトによって導入されたキルギス OVOP は、次の 3 つの
段階に分けられる。 
 
（1） 第１フェーズ イシククル州コミュニティ活性化プロジェクトⅠ  
2007 年 11 月‐2007 年 10 月 準備フェーズ：パイロット事業段階で 4 つのグループが
活動(Adilet、Bereke、 Shirin、Uzdar) 
2007 年 11 月‐2010 年 8 月 OVOP 運動の導入、前段階の 4 つのグループ＋2 つのグ
ループ。6 つのグループが活動（参考資料 VI を参照）。 
 
表 12．第 1 フェーズ 参加グループ（ジャマート）15                  
＃ グループ名 生産品 イシククル州/村 
１ Adilet ジャム Jergez 
２ Bereke ジャム Chon Kyzyl 
Suu 
３ Shirin ドライフルーツ Saruu 
４ Ak Shoola フェルト商品 Tasma 
５ Onor Bulagy フェルト商品 Barskoon 
６ Uzdar 石鹸 Maman 
 
（2）フォローアップ段階 2011 年 4 月－現在に至る期間  
2011 年 4 月までは 6 つのグループが活動、4 月以降は州内の既存グループを中心に






                                                                                                                                                     
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/DBFF73DFD5B9D9684925
75D100360C33?OpenDocument&pv=VW02040102 2011.05.20 閲覧。 
15 JICA キルギス共和国事務所提供資料を基に筆者作成。 
上の 3 つが、パイロット事業段階から、下の 3 つが 2007 年 11 月から加入したグループ。 
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MUJI との提携プロジェクト 16も、この段階の成果である。 
 





Ton  Tup  Ak-Suu  合計 
商品 
フェルト商品 10 9 9 2 5 35 
ジャム 3 1   5 9 
ドライフルーツ/ジュース 2  3   5 
チーズ 1  1   2 
石鹸    1 1 2 
その他 1 2 1 2 1 8 
合計 20 15 17 5 14 62 
 
（3）第 2 フェーズ イシククル州コミュニティ活性化プロジェクトⅡ  
2012 年 1 月‐2015 年 フォローアップ段階で加入した州内の 60 グループを対象に
OVOP 運動の継続。イシククル州 OVOP 生産者グループ地図は参考資料Ⅵの通りである。
また、この段階で、モデル化された OVOP 体制をキルギスの他地域にも拡大する予定。 






し、州内 27 の AO で、そのグループを対象に OVOP 紹介セミナーを開催した。参加者 62
グループの中から 38 が残り、さらに、その中から 6 つのグループが選ばれた。本段階は、
第 1 サイクルと第 2 サイクルからなり、2007 年 1 月‐2007 年 10 月の間は OVOP 運動導
入への準備フェーズとして、2007 年 11 月‐2010 年 8 月の間は、本格フェーズとして開始
されたのである。 
第 1 フェーズにおいて、OVOP グループのメンバー数をみると、Akshoola 以外のグル
ープでは、プロジェクト開始時点からはメンバー数が減って行ったことがみられる。その
                                                   
16 JICA と株式会社良品計画（MUJI）との連携プロジェクトにより、キルギス OVOP 生産者
は「MUJI CHRISTMAS Market 2011」用のフェルト商品 3 種類（フェルト製の「惑星」
セット、メガネケース及び i-phone ケース）、計 1 万個超の注文を受けた。 








2007 年 1 月‐2007 年 10 月 
この期間では、アクス地区において Adilet グループと Uzdar、ジェティ・オグズ地区
において Bereke グループと Shirin グループのプロジェクトに加入したこと、また、
OVOP 導入を実施できる体制（人員、予算、能力、ネットワーク等）を整えることが成果
とされた。生産者グループの生産品は、ジャムが 2 つ、ドライフルーツが 1 つ、石鹸が 1




商品の値段に関しては、ジャム 228 グラムの瓶は 80 ソム、385 グラムの瓶は 120 ソム
である。通販の同商品と比べると、スーパーなどで販売されているジャム 228 グラムの瓶














表 14 ．パイロットグループの概要 18 
グループ名 概要 商品 






メンバー： 3 人  女 2
人、男 1 人（2007 年時点
では、14 人：女 7 人、男
7 人) 









ャム  (5‐6 月) 
ストーンベリー
ジャム (7-8 月) 
メギジャム   
(8‐10 月) 
タンポポジャム 




ム (7‐8 月) 
メギジャム   
(8‐10 月) 
スグリジャム (8 月) 
ローズヒップジャム 
(10 月) 





メンバー：5 人 女 4 人 
男 1 人 (2007 年時点で

















メンバー：6 人 女 4
人 男 2 人 （2007 年時
点では、10 人：女 5 人、


























メンバー：5 人 女 4
人 男 1 人 (2007 年時
点では、10 人：女 5 人、









2007 年 11 月‐2010 年 8 月 
 第 2 サイクルでは、さらに Ak-Shoola、Onor Bulagy 及び Erbol の３つのパイロット
グループがプロジェクトに加入したが、Erbol グループメンバーはプロジェクト活動を続
                                                   
18 Японское Агентство Международного Сотрудничества, Проект активизации местного 





表 15．パイロットグループの概要 19 
























メンバー：6 人女 4 人、男 2 人
（2007 年時点では 14 人：女 9 人、
男 5 人 














2009 年 7 月 7‐8 日 タスマ村 
参加者は各グループから 5 名ずつ 15 人 




指導者：CACSA20からフェルト製品専門家 1 人、マーケティング専門家 1 人 
 
フェルト商品質向上を目的に、刺繍技術トレーニング 
2009 年 8 月 18‐20 日 カラコル市 






2010 年 7 月 23‐24 日 カラコル市 
参加者は Akshoola から 6 人、Onor Bulagy からは 5 人の 11 人 
CACSA から染色技術専門家 1 人 
 
商品デザインに関するトレーニング（日本人専門家） 
2009 年 9 月（23 日間）及び 2011 年 3 月‐8 月 
専門家は各グループを訪問し、以上指摘した期間、4‐5 回トレーニングを実施した。トレ
ーニングの内容は、Issyk-Kul Brand として生産する OVOP 商品の紹介、フェルト刺繍に
おける新技術、新商品開発、製品品質改善などである。 






4.3 キルギス OVOP運動の実施体制 
次に、キルギス OVOP がどのような体制の下で行われているかをみて行きたい。第 1
                                                   
20 Central Asian Crafts Support Association（中央アジア工芸支援協会キルギス支部）。 
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JICA が出版した『キルギス OVOP 運動拡大マニュアル』21によると、OVOP 生産者と
して重要な役割は、高品質の OVOP 商品の生産及び販売による収入増加だけではなく、
OVOP 運動を通して相互協力を促進することにより、コミュニティ活性化に力を入れるこ


















図 7．OVOP 実施体制 22 
 
                                                   
21 Япон Эл Аралык Кызматташуу Агенттиги (JICA), Бир айыл бир продукт кыймылын 
таркатуу боюнча колдонмо, 2010. 
22 Япон Эл Аралык Кызматташуу Агенттиги (JICA), Бир айыл бир продукт кыймылын 





































4.4 現地調査から見た OVOP運動 
本節では、筆者がキルギスにおいて「イシククル州コミュニティ活性化」プロジェクト
を対象に 2011 年 7 月 19 日から 29 日にかけて行った現地調査の内容を紹介した上で、調
査結果の考察を行う。 
 
   4.4.1 調査の流れと内容、結果の分析方法 
 
ここでは、イシククル州における現地調査の流れを紹介し、その結果の考察を行う。
2011 年 7 月 19 日から 29 日にかけて 11 日間調査し、イシククル州 5 区、10 村を訪問し
た。アンケートは、48 グループ 65 人から回収した。インタビューに関しては、第 1 フェ
ーズの 6 グループを含めて 14 グループ 24 人を対象に行った（表 16 を参照）。調査の対象












表 16. 現地調査日程  
日程 訪問地区 
Region 














Bugu-Ene 石鹸 7 人 1 人 3 人 
Ak-Shoola フェルト 
商品 






Novovoznesenovka Dary prirody 
Issyk-Kulya 
ジュース 7 人 1 人 1 人 
Kaiyrma Aryk Elfia フェルト 
商品 
34 人 1 人 8 人 
21 日  Kara-Kol 一村一品プロジェクトセミナー 32 人 
22 日 Aksuu Maman Uzdar 石鹸 5 人 3 人 3 人 









Chon Kyzyl-Suu Bereke ジャム 6 人 3 人 3 人 
Saruu Shirin ドライ
フルーツ 
5 人 2 人 2 人 
26 日  Juuku Syr チーズ 3 
家族 
1 人 1 人 
 
Barskoon 










Malika  ジュース 3 人 １
人 
1 人 













 7 月 19 日は、Tasma 村の 2 つのグループを訪問し、インタビュー調査及びアンケート




作り、2010 年から同プロジェクトに入った。翌日の 20 日は，Novovoznesenovka 村、
Kaiyrma Aryk 村の 2 つのグループを訪問した。21 日はプロジェクト参加者全員を対象に
Kara-Kol 市で JICA 主催セミナーが行われ、セミナー参加者にアンケートに答えてもらっ
た。22 日から 29 日までの 6 日間は Maman 村、Jergez 村、Chon Kyzyl-Suu 村、Saruu
村、Barskoon 村、Shor Bulak 村、Tamchy 村の 10 グループを訪問した。 
以上の訪問した 14 グループ中、フェルト商品は 6 つ、手作りのハーブ石鹸、ジュース、
ジャムはそれぞれ 2 つ、チーズ、ドライフルーツは 1 つずつで、フェルト商品生産者以外
のグループの活動は、季節が限られたものである。 


















































が 14 年間の契約で 5 室、Onor-Bulagy の場合、10 年間の契約で 4 室の生産場所を提供し







フェルト商品生産者グループ 2 つしかなかった。例えば、Ak-Shooola の場合、JICA が主


















42 人、作ったことがないと答えた人が 16 人いた。このうち、第 1 フェーズの OVOP 生産
者は 10 人、作ったことがあるのは 6 人であるのに対し、4 人がグループに入ってから初め
てこの商品を作ったと回答した。OVOP グループに参加する前、この商品を作ったことが
あると回答した 42 人の内、27 人が商品の質が良くなったと回答した。第 1 フェーズにお











「良い」と考えている人は半分以上で 38 人いるが、19 人が「特に差がない・分からない」
と回答した。第 1 フェーズの OVOP 生産者の中、「優れている」・「良い」と答えた人はそ
れぞれ 4 人ずつ、「分からない」は 2 人であった。 
 




















































生産者であることが明らかになった。第 1 フェーズ OVOP 生産者 6 つのグループの内、
Ak-Shoola、Onor-Bulagy、Bereke が海外に販売先を持っている。 
日本へ輸出されている OVOP 商品は、JICA と MUJI との連携プロジェクトにより、
2011 年 4 月に成形されたイシククリ州一村一品組合が大量の注文を受け、州内に散在する
OVOP フェルト生産者 255 名がフェルト製の惑星とメガネ及び携帯ケースを製作した。フ
ェルト製の惑星 4,120 個、メガネケース 4,525 個、モバイルケース 4,765 個のキルギス
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OVOP 商品は、2011 年 11 月から日本を含め世界各国の無印良品で販売された。 
上のグラフによると、主な販売先は国内に留まっていることが分かる。第 1 フェーズ第
1 サイクル OVOP 商品について、国内における販売先の内訳は、カラコル学生リサーチシ
ョップ及び JICA を通した展示会、またプロジェクト枠組みで紹介されたゲストハウスの
比率は 78％、第 2 サイクル OVOP 商品の場合は 89％を占める。グループ各自で開拓した



































図 14．QMⅡ‐4 「グループ内で専門家の指導や研修を受けたことがある」（人数） 
 
 次に、現金収入増加に関して、第 1 フェーズの生産者 10 人の内、OVOP に参加して
収入が増加したと答えた人は 6 人だった。メンバー用アンケート QⅡ-9 の内容は以下のよ
うである。 
 
表 17．メンバー用アンケート QⅡ-9. 「グループから１カ月/１年で何ソムの収入を受
けていますか」（47 ソム=1US ドル） 
月に 1,000/ 
年に 12,000 
Ak-Shoola （4 人） 
Bereke（2 人） 
年に 2,000 Sirin（1 人） 
年に 3,000 Uzdar（2 人） 
月に 2,000/ 










実感されているのかは疑問である。Shirin と Uzdar の場合は、OVOP に参加してから、
特に変化はなかったと答えた。ここで、各グループの売上の実態を検討する。次の表のよ
うに、パイロットグループの商品の売り上げの総額は 752,759 キルギスソムになっている。












表 18. 第 1 フェーズ OVOP グループの売上総額 23 
グループ 売上総額（ソム） 比率％ 
第 1 サイクル OVOP グループ（2008 年 9 月‐2010 年 7 月、23 カ月） 
Adilet 168,817 30% 
Bereke 276,020 49% 
Shirin 49,826 9% 
Uzdar 73,899 13% 
合計 568,564 100% 
第 2 サイクル OVOP グループ（2009 年 7 月‐2010 年 7 月、13 カ月） 
Ak-Shoola 124,325 67% 
Onor-Bulagy 58,600 32% 
Er-Bol 1,270 1% 
合計 184,195 100% 




                                                   
23 Японское Агентство Международного Сотрудничества, Проект активизации местного 
сообщества в Иссык-Кульской области, Финалный отчет проекта, 2010 より。 
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から、2009 年 9 月－7 月の 11 カ月において、各グループの一人当たり平均収入を月ごと
にみると、Adilet の場合、約 770 ソム、Bereke、Addilet 及び Ak-Shoola の 1 人当たり平
均収益は約 700－800 ソムである。一方、Onor Bulagy は約 500 ソム、Shirin 及び Uzdar
の場合は、一人当たり収益は僅か 260‐280 ソムで、300 ソム以下で非常に少なく、収益
は殆どないといえる 24。 
 
表 19. 第 1 サイクルメンバーごとの平均収益 （ソム）25 























Adilet 5 117,925 58,960 11,792 3 50,890 25,445 8,482 
Bereke 10 131,470 65,740 6,574 8 144,550 72,275 9,034 
Shirin 4 21,380 10,690 2,673 5 28,450 14,225 2,845 
Uzdar 5 42,622 21,310 4,262 5 31,277 15,638 3,128 
 
表 20．第 2 サイクルメンバーごとの平均収益 （ソム） 




Ak-Shoola 8 124,325 62,162 7,770 
Onor Bulagy 5 58,600 29,300 5,860 
Erbol 6 1,270 - - 
 
表 21．月ごとの各グループ 1 人当たりの平均収益 2009 年 9 月‐2010 年 7 月（ソム） 
Bereke  約 820 Adilet  約 770 
Ak-Shoola  約 700 Onor Bulagy 約 530 




                                                   
24 例えば、キルギス首都ビシケク市、州都カラコル市では、一回の昼食平均代は 100 ソムであ
る。 
25 Японское Агентство Международного Сотрудничества, Проект активизации местного 
сообщества в Иссык-Кульской области, Финалный отчет проекта, 2010 より。 
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ンバー数においても、年ごとに減っていることが指摘できる（第 4 章、4.2 キルギス














先ずは、第 1 フェーズのリーダー用アンケート QⅣ-10「グループで技術などを身につ
けて、自分の会社・ビジネスを開いたメンバーはいるのか」の回答に対して、全員の回答
が「いない」であった。ここで注目しておきたいことは、メンバーの中に自分のビジネス



















ループのメンバー520 人の内、395 人が女性で、76％になる。この中で、第 1 フェーズ
OVOP 参加グループの構成を見ると、33 人中 24 人が女性である。メンバー用アンケート
質問Ⅱ-7「グループに参加する以前は何をしていましたか」に対し、第 1 フェーズ 10 人
の内、7 人が主婦であったと答えた。複数回答可能であるメンバー用アンケート QⅡ‐11
「現金収入以外に、グループに入った理由は何ですか」に対して、「村の名物を使い続ける」







































図 15．リーダー用アンケート QⅡ-6「あなたのグループの目的は何ですか」 
（複数回答可） 
 




次に、「JICA から支援を受ける」の項目を選択したグループは 31 で、「村の伝統的な技術
等を大事にすること」、「村人との交流の場を作ること」、「この村の特殊性を生かした
作品作りのため」の項目を選択したのはそれぞれ 22 グループで、3 番目に多い。更に、
「JICA から支援を受ける」の項目を選択したグループに対し、「どのような支援がほし
いのか」を聞いたところ、22 グループが「資金援助を受けたい」と答えた。このことから、
第 1 フェーズの OVOP 生産者の OVOP プロジェクトの概念に対する意識は比較的強いが、


























ープと消費者の間に直接な繋がりが見られない。例えば、第 1 フェーズ第 1 サイクル
OVOP 商品の販売先は、JICA が介入するカラコル学生リサーチショップ及び展示会、ま
たプロジェクト枠組みで紹介されたゲストハウスの比率は 78％、第 2 サイクル OVOP 商
品の場合は 89％を占める。要するに、グループ独自の販路は 22％及び 11％に留まってお
り、JICA が生産者と消費者の間に介入し、両者の繋がりは間接的なものになっている。 











の商品を作っていた」という回答があった（Ak-Shoola, Onor Bulagy, Adilet）。 
また、リーダー用アンケート QⅢ-2.「JICA 及び役所に対して更にどのような支援をし
てほしいですか」の回答結果をグラフにした。以下のグラフに見られるように、第 1 フェ



















Onor Bulagy と Adilet 以外のグループは「外から材料を買ってきたことがある」と答えた。
例えば、Uzdar は、村内には石鹸を作るための天然あんず油の工房がないため、いつも外
から買ってくる。 
前述したことから、OVOP プロジェクトに対するメンバーの意識について、第 1 フェー













































活性化による人間の安全保障」という 3 つの観点から OVOP 運動を進めていることを考え
ると、キルギスの場合、現時点では女性のエンパワーメントの側面では成果が見られるも
のの、貧困削減、コミュニティ活性化に関する成果は現れているとは言い難いであろう。 
更に、得られた結果を用いて、OVOP 運動の原則の 1 つである「自主自立・創意工夫」
を考慮に入れながら、本プロジェクトの参加者、すなわち住民の自立性に着目した。その
結果、地域住民は主体性に欠けている一方、あらゆる局面において JICA の介入が大きい







































                                                   
26「マハッラ」、「ジャモアト」とは中央アジア、特にウズベキスタンやタジキスタンでは「近
所ネットワーク」、「地域社会」のことを意味する。 






























                                                   
































                                                   




























                                                   
3 平成 23 年度外務省 ODA 評価「中央アジア 3 カ国に対する市場経済化支援の評価（第三者評
価）」38 頁。  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/c_asia/kn11_01_index.ht
ml 2015.05.20 閲覧。 
4 人材育成奨学計画の概要
http://www.jica.go.jp/activities/schemes/grant_aid/summary/ku57pq00001mopqi-








キルギスは、2013 年 1 月に「キルギス共和国持続的発展戦略 2013-2017」を発表して
いるが、同計画の第 8 章 4 項では、中小企業の発展と促進が重要な方針の 1 つとして挙げ
られている 5。全国における中小企業数は 12,500 以上であり（2013 年度）、2009 年度-
2013 年度にあたり GDP の 40%を占めている（Нацстатком Кырг.Респ. 2014: 7）。中小
企業セクターにおける雇用率は 3.9%で、非常に少ない。セクター別中小企業・小規模事業
者の割合は図 18 と図 19 の通りである。 
 
図 18．セクター別中小企業率  
（ 出 所 ： Нацстатком Кырг. Респ., Малое и среднее предпринимательство в 
Кыргызской Республике 2009-2013, 2014 より） 
                                                   
5 Национальная стратегия устойчивого развития КР на 2013-2017 гг. 
http://www.president.kg/ru/news/ukazy/1466_tekst_natsionalnoy_strategii_ustoychivogo_razvitiya_kyirg





（ 出 所 ： Нацстатком Кырг. Респ., Малое и среднее предпринимательство в 










職が第 2 位、次に税率の課題が第 3 位及び必要なビジネス知識を有する人材不足が第 4 位
との順で指摘されている 6。調査の詳細は表 22 の通りである。小中小企業者の観点からみ
                                                   
6 詳しくは Исследование ЕБРР и Всемирного Банка“Краткий обзор делового климата и 
результатов деятельности предприятий за 2013 год”, 2014 を参照。 
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ると、ビジネス分野における人材育成の問題 2008 年は第 10 位だったのに対し、2013 年
は第 4 位と変化し、人材育成の上で課題が存在しないと答えている調査対象者は 35%のみ
である(Исследование ЕБРР и Всемирного Банка, 2014)。 
 
表 22.キルギスの小中小企業家が直面している課題のランキング順位 
（2008 年度及び 2013 年度） 
 2008 年度 2013 年度 
税率 3 3 
汚職 2 2 
電力へのアクセス 1 5 
人材育成 10 4 
融資の提供 9 7 
治安の悪さ 6 9 
税務管理 8 8 
テレコミュニケーション 5 11 
司法制度 12 15 
土地の提供 13 12 
ライセンス供与 14 14 
交通 11 10 
労働法 16 16 
関税、貿易規制 15 13 
闇経済 7 6 
政治的な不安定 4 1 
出所：Исследование ЕБРР и Всемирного Банка, Краткий обзор делового климата и 
результатов деятельности предприятий за 2013, 2014 より。 
 









                                                   
7 独立行政法人 国際協力機構 プロジェクト基本情報 
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/907c652523a9b24449257b1e
0079d915?OpenDocument&ExpandSection=-8  2015.06.25 閲覧。 
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が挙げられる。JICA は、プロジェクト開始から 2010 年 12 月までの間、プロジェクト実
施に必要な在外事業強化費として総額 926,820US ドルを支出している 8。一方、キルギス
側においては、カウンターパートの KNU から 1 名が KRJC 共同所長となっているほか、
プロジェクト用の建物、施設などが提供されている。 
1995 年 5 月にキルギスで開設された日本センターは 2015 年の今年で開所 20 周年を迎
え、既にプロジェクトとしてフェーズ 1（2003‐2008 年）とフェーズ 2（2008‐2013 年）
が終了している。 
 
フェーズ 1 2003 年 4 月‐2008 年 3 月（5 年間） 専門家派遣 47 名（長期 7 名、短期
40 名）、研修員受入 26 名（各カウンターパート、ビジネス実務者、経済団体関係者） 
フェーズ 2 2008 年 4 月‐2013 年 3 月（5 年間） 専門家派遣（長期 3 名、短期 21
名）、研修員受入 37 名（各カウンターパート、ビジネス実務者、経済団体関係者） 
ポスト・フェーズ 2 2013 年 4 月‐2016 年 3 月（3 年間） 現在は「キルギス共和国
日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト」としてポスト・フェーズ 2 が実
                                                   
8 詳しくは、単独行政法人国際協力機構『キルギス共和国 日本人材開発センタープロジェクト 


























   日本センターは、①ビジネスコースの提供を通じた市場経済化に資する実務人材の育成、
②様々な学習者のレベルに合わせた日本語教育事業の実施、③キルギスと日本両国の相互























2003-2007 年 7 860 人 
2008 年 8 236 人 
 
2009 年 
7 166 人 
2010 年 6 136 人 
合計 1,398 人 
出所：単独行政法人国際協力機構「キルギス共和国 日本人材開発センタープロジェクト 











表 24．コース・事業及び参加者総数（2003－2010 年） 
年度 2003 ‐
2007 年 
2008 年 2009 年 2009 年 合計 
行事・コース
の数 










































フェーズ 1 及びフェーズ 2 
フェーズ１とフェーズ２にあたって、ビジネスコースは日本型経営を含む様々なマネジ
メントスタイルを学ぶ内容となっていて、A コース、B コース、C コースやセミナーの４
種のコースで構成されていた。 














提供内容であった。C コースの実施経験をもとに、2010 年 10 月と 2011 年 2 月に、










2009 年 2010 年 合計 
A コース 140 人 51 人 113 人 109 人 413 人 
B コース 
「新商品開発」 
N/A 50 人 34 人 0 84 人 
B コース「コン
サルタント育成」 
N/A 74 人 64 人 0 138 人 
C コース N/A 138 人 268 人 142 人 548 人 




654 人 924 人 950 人 5,448
人 
出所：単独行政法人国際協力機構「キルギス共和国 日本人材開発センタープロジェクト 





















本節において、筆者がキルギスにおいて日本センタープロジェクトを対象に 2014 年 8
月‐9 月の間に行なった現地調査の内容を紹介し、結果の考察を行う。 
 
5.3.1  調査の目的、流れと内容 
ここでは、キルギス共和国ビシケク市に位置する日本センタープロジェクトを対象に









ス（以下ビジネスコースと記する）の終了者を調査対象にした。調査は 2014 年 8 月から
9 月にかけてキルギス共和国ビシケク市において実施し、プロジェクト関係者 2 名、ビジ
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調査対象者 現在の職業 性別 
2014.09.08 #1 プロジェクト関係者（日本人） プロジェクト関係者 男 
2014.09.12 #2 プロジェクト関係者 プロジェクト関係者 男 
2014.09.16 #3 ビジネスコース終了者（2007 年） ベビー用品店、代表取締
役 
   
女 
2014.09.23 #4 ビジネスコース終了者（2008 年） 事業家 （飲食業） 女 
2014.09.17 #5 ビジネスコース終了者（2011 年） NGO 女 
2014.09.17 #6 ビジネスコース終了者（2014 年） 事業家 （婦人服業） 女 
2014.09.16 #7 ビジネスコース終了者（2013 年） 事業家 （飲食業） 男 
2014.09.19 #8 ビジネスコース終了者（2014 年） 学生 男 
2014.09.15 #9 日本語コース受講生  (4 年生) 日本センター（パート） 女 
2014.09.15 #10 日本語コース受講生 （2 年生） 学生 女 
2014.08.28 #11 日本語コース終了生 （2008 年） 日本の大学に留学中 男 
 
 





の動機の項目によって分析を実施する（表 27 及び参考資料 X を参照）。本調査結果の分析
はポスト・フェーズ 2 の成果 2 に対する PDM 指標を使うが、調査対象のプロジェクト期
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間は実践経営コースが始まった 2006（第 1 年次）年から 2014 年（第 15 年次）に至る期
間とする。 
 
表 27．調査分析において利用される KRJC の PDM 項目 
「キルギス共和国日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト」 
ポスト・フェーズ 2 








師数（パートも含む）は各コースそれぞれ 2 名以上である。 
2-4  現地講師による講義時間数が増える。 
2-5  教材やカリキュラム開発、改善が定期的に行われる制度が設立する。 




2-8 修了者向けのフォローアップ活動が年に 6 回以上行われる。 
2-9 ビジネスにおける人材育成分野の他団体との連携や活動件数及びタイプ 
出所：KRJC ポストフェーズ 2 の PDM を基に筆者が作成。 
 
PDM とは、1994 年に JICA が正式的に導入したプロジェクトの全容を表す概要表で、
国際協力でのプロジェクトの中軸となっている。以下、調査結果の分析に際して利用され
る KRJC の PDM 各項目について紹介する。 
●上位目標は、達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目標のことで
ある。 









短期的かつ直接的な目標である。KRJC の PDM によると、成果として以下の 2 項目が挙
げられている。 
成果 1：KRJC 職員による自立発展的な組織運営管理体制が強化される。 
成果 2：KRJC のビジネス人材育成機能が強化される。 
上記した通り、本調査においては KRJC のビジネスコースを調査対象とする。従って成
果 2 及びその指標によって分析を行う。 
●指標とは、プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客観的に検





ここでは、PDM の成果 2 に記載された指標の項目に従って、調査結果の分析及び考察
を行う。成果 2 は「KRJC のビジネス人材育成機能が強化される」である。指標は表 27
の通り 9 項目である。 
 





ージ及び現地新聞（「Vecherniy Bishkek」）を通して毎年 2 回、春と秋に行われている。






（出所：KRJC ニュースレター（2008‐2014 年度）を基に筆者が作成） 
 
例えば、2011 年春募集の実態を見ると、2011 年 1 月中に受講生の募集が開始され、全
応募者数が 84 名に達している。第一次資料選考の結果 75 名が合格し、第二次面接選考合
格者 70 名中 58 名（昼間クラス 25 名、夜間クラス 33 名）が受講登録を行っている。
2008－2011 年（第 2 フェーズ）のビジネスコースの応募者数及び受講生数の実績を見る
と（表 28）、コースの受講生数は 331 名に達していて、設定された目標値を大きく上回っ
ていることが分かる。各コース受講生数は目標値の 85％を超えているが、ここで注意すべ
きことはコース開始時に登録した受講生数と実際のコース終了生数が必ずしも一致してい
ないことである。例えば、2012 年秋募集のコース受講登録者数は 56 名のところ、実際に
コースを終了した受講生は 47 名、2013 年春募集のコース登録者数 65 名の内、修了生は
45 名、2014 年秋募集のコース登録者数 63 名の内、終了生は 32 名である。 
 
表 28．ビジネスコースの応募者数及び受講者数 （2008‐2011 年） 
コース名 目標応募者数 応募者数 目標受講者数 受講者数 
実践経営コース 540 名 573 名 180 名 331 名 
出所：JICA 提供資料単独行政法人国際協力機構 2011「キルギス日本人材開発センタープロ
ジェクト（フェーズ 2）ビジネスコース運営」業務完了総合報告書、7 頁を基に筆者が作成。 
 
一方、応募状況はビジネスコースが開始された第一年次の 2006 年と第二年次の 2007 年
の 2 年間だけで応募者数は 292 名、受講生数は 140 名に達しているが、2009 年（春募集）
以降は応募者が徐々に減っていて、ビジネスコース応募者数の減少は現在においても続い




























「KRJC のコースについてどのように知りましたか」に対して、回答者 9 名中、6 名が
「友達や知人などを通じて」、2 名が「新聞によって」、1 名が「ソーシャルメディア（フ




































の同コースが持つ価値や魅力について、問 2「どうして KRJC のコースを受講しようと決
めましたか」に対し、回答者ほぼ全員が「日本人講師（専門家）がいるため」や「日本式
経営に関心を持っていたため」と回答した。その他に、「集中コースであるため」、「時間が












































































                                                   
9 ビジネスコースの受講料はコースが開始した 2006 年は 2,000 ソムだったが、現在は 18,000









て使われている。例として、第 5 年次 2009 年春募集及び第 9 年次 2011 年春募集における
受講生の満足度を表 29、30 に示す。以下の表からは受講生によるコース全体の総合評価
はそれぞれ 84%と 90%で、PDM 目標値の 70%を超え、満足度は非常に高いといえる。 
 








































































































82% 86% 94% 70% 83% 81% 70% 85%   65%   89% 96% 82% 
課題 82% 85% 94% 85% 84% 82% 75% 84%   77%   90% 97& 85% 
教え方 88% 84% 94% 72% 82% 82% 72% 85%   70%   90% 97% 83% 
教授法 86% 86% 94% 72%  82% 70% 84%   72%   91% 97% 83% 
教材 82% 86% 93% 77%  83% 75% 86%   75%   92% 96% 84% 
通訳 87% - - - - 84% 80% -    80%   - - 83% 
翻訳 80% - - - - 75% 73% -    73%   -  - 75% 
総合評価 82% 87% 94% 74%  82% 71% 86%   71%   95% 97% 84% 
J 83%    -     - - - 81% 73% -   73%   - - 78% 
K  -    86%   94% 75% 83% - - 85%   -     91% 96% 87% 
平均評価        88% 75% 83% 81% 73%       83% 96% 83% 
総合評価 84% 
出所：単独行政法人国際協力機構 2011「キルギス日本人材開発センタープロジェクト（フェ
ーズ 2）ビジネスコース運営」業務完了総合報告書、14-15 頁を基に筆者が作成。 
 
                                                   












































































































88% 86% 85% 82% 81% 80% 87% 76%  91%    85% 83% 84% 
課題 86% 88% 86% 86% 85% 85% 91% 80%  93%    86% 88% 87% 
教え方 93% 85% 89% 80% 76% 76% 87% 66%  93%    90%  83% 83% 
教授法 88% 83% 86% 81% 78% 78% 88% 70%  91%    87% 82% 83% 
教材 87% 87%  85% 83% 81% 88% 88% 80%   90%   86% 86% 86% 
通訳 94%   -   -   -    - 69% 92% -   94%      -    - 87% 
翻訳 79%   -   -   -    - 69% 80% -   79%      -    - 77% 
総合評価 88% 88% 89% 78% 78% 78% 90% 74%   94%   87%    - 77% 
J 88%         -        -    -    - 78% 88% -   91%      -    - 86% 
K -   86%    87% 80% 80%  -   - 74%    -        87% 83% 83% 
平均評価       87% 80% 80% 78% 88%       84% 83% 83% 
総合評価 90 
出所：表 29 と同様。 
 





















と 3 つに分割されている。表 31 は、2011 年春募集受講者の各科目に対する理解度を示し
たものだが、「基礎会計」、「管理会計」、「財務分析」への理解度が非常に低い。 
 































































































N/A 30% 23% 98% 98% 94% 17% 
 
出所：単独行政法人国際協力機構 2011「キルギス日本人材開発センタープロジェクト









































































されたベースラインは起業 15 件、経営改善 15 件、事業拡大 10 件、キャリアアップ 18 件
の合計 76 件である。2008‐2011 年のモニタリング結果を見ると、修了生 273 名中、起業
家 33 名（12.09%）、経営改善 25 名（9.16％）、事業拡大 19 名（5.176％）、キャリアアッ







表 32. 修了生の起業数、事業改善数、事業拡大数、キャリアアップ数 
 Start up new Improvement Expand/Set 
up 
Career up Total No and ratio (%) 
No. ratio No. ratio No. ratio No. ratio No. No. ratio 
FY08R4A-1 1 4.17 0 0.00 7 29.17 1 4.17 9 24 37.50 
FY08R4A-2 6 22.22 7 25.93 2 7.41 4 14.81 19 27 70.37 
Total, as of 
June 09 
7 13.73 7 13.73 9 17.65 5 9.80 28 51 54.90 
FY09R5A-1 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 25 0.00 
FY09R5A-2 2 6.06 0 0.00 0 0.00 0 0.00 2 33 6.06 
Total, as of 
Sep 10 
2 3.45 0 0.00 0 0.00 0 0.00 2 58 3.45 
FY09/10R6A-
1 
1 4.35 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 23 4.35 
FY09/10R6A-
2 
5 15.63 3 9.38  2 6.25  3 9.38 13 32 40.63 
Total, as of 
Sep 10 
6 10.91 3 5.45 2 3.64 3 5.45 14 55 25.45 
FY10R7A-1 2 8.00 3 12.00 3 12.00 2 8.00 10 23 43.48 
FY10R7A-2 6 18.18 6 18.18 2 6.06 2 6.06 16 28  57.14 
Total, as of 
Jan 11 
8 15.69 9 17.65 5 9.80 4 7.84 26 51  50.98 
FY10R8A-1 3 12.00 2 8.00 2 8.00 1 4.00 8 25  32.00 
FY10R8A-2 7 21.21 4 12.12 1 3.03 3 9.09 15 33  45.45 
Total, as of 
Jan 11 
10 17.24 6 10.34 3 5.17 4 6.90 23 58  39.66 
total 33 12.09 25 9.16 19 6.96 16 5.86 93 273  34.07 
出所：単独行政法人国際協力機構 2011「キルギス日本人材開発センタープロジェクト







 本調査において、ビジネスコース修了者の回答者 6 名の内、起業した人は 2 名（#4,6）、
 125 
 






















































































日本で研修を受ける機会が与えられる。研修員の選考方法は、出席点 20 点、試験結果 30
点、ビジネス・プランレポート 40 点、ビジネスプランコンテストでの発表 10 点の合計
100 点満点が基準である。上記 4 つの指標の内、「レポート作成」や「発表」において、ビ
ジネス・プランの実現性に重点を置いて、候補者にインタビューが行われる。プロジェク
ト関係者#2 の話によると、研修を目的にコースに参加する人も少なくない。今回の調査対
























5.3.3.3 指標 2-3 ビジネスプランニング、マーケティング、生産と品質管理、及
び人的資源管理などの 4 つの主な科目（講義）において、単独講義ができる現地




れ、プロジェクトの現地化が進んでいる。現地講師への技術移転は 2006 年の第 1 フェー
ズから開始し、1.講義の聴講、2.日本人講師の助手、3.日本人講師との共同講義、4.現地講


















 現在、ビジネスコースの運営管理専門家（日本人）は 1 名、現地スタッフは 2 名、現地


























































































                                                   
11 キルギス共和国日本人材開発センターホームページより http://krjc.kg 2016.04.10 閲覧。 
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る。我々の NPO のお金もあるし。JICA プロジェクトはビジネスコースとセンター全体
                                                   
12 キルギス共和国日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/907C652523A9B24449257B








「KRJC」が 2006 年にキルギス法務省によって承認され、「KRJC」が NPO 法人として
受講料を徴収するようになっている。だが、「KRJC」の自己収入金額は年間総支出の 6‐























が実施されている。例えば、2008 年から 2009 年は「運営業務プロセスの管理と品質の安
定した業務の実施」、2010 年は「モニタリングやコースの総合評価にかかる能力向上」、
2011 年は「コース総合評価にかかる能力、企画能力、コース開設と設計等の能力向上、並
























































5.3.3.6 指標 2-7 修了生のデータベースが定期的に更新及び利用される。 
指標 2-8 修了生向けのフォローアップ活動が年に 6 回以上行われる。 
 





ース修了生に対して 1,500 ソムと割引されている 14。卒業生が経営する企業を支援するこ
とを通して、キルギスの経済、ビジネスの発展に寄与することが目的とされている。また、
                                                   
13 News Letter キルギス日本人材開発センター、2014 年 1 月、no29 
http://www.krjc.kg/uploads/2014/newsletter2014/nl01jp.pdf  2015.08.25 閲覧。 
14 JICA キルギス日本人材開発センター 各種コース表・その他サービス 




































機関、民間機関との連携においては、カウントパートである KNU や Kyrgyz-Russia 






























5.3.3.8 日本センターの役割全体及び JICA の動機について 
 
 キルギスにおける日本センターの役割全体及びJICA側の動機について考察する。 

































































































































 このように、日本の ODA が相手国の対日友好感情を醸成することを目的の１つとして









   
5.4 まとめ 








意識に基づき、人材育成（人づくり）への支援は日本の援助の重要な柱の 1 つである こと
を述べた。キルギスにおいて、人材育成を通じた日本の協力の一環として 「市場経済化に
                                                   
15  「中央アジア 3 ケ国に対する市場経済化支援の評価（第三者評価）」69‐71頁。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/c_asia/pdfs/kn11_04_







容を紹介した上で、プロジェクト関係者 2 名、ビジネスコース終了生 6 名、日本語コース
終了生 3 名と、主に実践経営コースのビジネスコース修了生を対象に聞き取り調査を実施
した。調査対象のプロジェクト期間は実践経営コースが始まった 2006（第 1 年次）年か










 キルギス国内市場の規模の限界により、ビジネスコースが開始した 2006 年と比較して、






















   日本的な経営、ビジネスに関する知識、及びスキルの習得 
















































































































































行政法人国際協力機構 2015: 5）。JICA ボランティア事業の目的として、①発展途上国
の社会的・経済的開発発展への協力、②友好親善と相互理解の促進、③国際的視野の涵




4 カ国に 26 人の協力隊員が派遣されて以降、派遣先国、派遣員数も年々増加し、これま
で 89 カ国、約 4 万人が派遣されている。2015 年の現在は 71 カ国において 2,091 人の
協力隊員が活動中である。現在、JICA ボランティア事業の枠組みで表 34 で示された 4
種類の活動が実施されている。 











 出所：JICA ホームページより 2 
 JICA ボランティア事業の地域別事業実績は図 24 の通りである。地域別実績から分か
るように、アジアに次いで、地理的に離れているアフリカや中南米を中心にボランティ
                                                   












が 20％、次に「保健・医療」が 18％の順で続いている（図 25 を参照）。 
 
                                                   

















れている。例えば、キルギスに派遣中の JICA ボランティアは生活費として月に 350US ド
ルが支給されている。派遣先でホームステイする場合は、住居費として約 2,000 キルギス
ソム（約 40US ドル）を JICA が負担し、光熱費や食費は無料になっている。 
 キルギスへの青年海外協力隊及びシニア海外ボランティアの派遣は 2000 年より開始さ
                                                   
4 JICA ボランティア 青年海外協力隊派遣実績
http://www.jica.go.jp/volunteer/outline/publication/results/jocv.html#r03 2015.08.21 閲覧。 
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れ、主に首都圏やチュイ州、ナリン州、イシククル州のキルギス北部を中心に 2015 年 1













































    （出所：JICA 提供資料に基づき筆者が作成 5） 
 
 ボランティアの募集は年に 2 回行われ、派遣期間は基本的に 2 年間となっている。JICA
ボランティア事業が始まった 2000 年は 4 人の派遣を皮切りに、徐々にキルギスにおける
ボランティアの派遣人数が増加してきた(図 27)。2005 年 3 月キルギス国内で起こった政
治変動やその後続いた政治的に不安定な状況により 2005 年-2006 年はボランティア新規派
遣人数がそれぞれ 7 人、3 人と一時的に減少が見られたが、年ごとの派遣滞在中のボラン
ティアの平均人数は約 30 人前後である。現在はキルギスの首都圏において 14 人、イシク
クル洲では 15 人、ナルン州において 4 人のボランティア、合計で 33 人が活動している






                                                   
























表 35．キルギスにおける JICA ボランティア年度別実績（2000‐2015 年 1 月現在） 
*SV（Senior Volunteer）‐シニアボランティア 
年度 職種 人数 年度 職種 人数 
















































































































































































































6.2 現地調査からみた JICAボランティア事業の実態 
 本節では、筆者がキルギスにおいて2014年9月から2015年6月にかけてJICAボランティ
ア事業を対象に行った現地調査の概要を紹介し、調査結果の考察を行う。 







 本調査の目的は、キルギス共和国における JICA ボランティア活動の成果や課題を明確
にすることである。研究の目的を明らかにするために、本調査では、2014 年 9 月から





























調査方法 調査期間 調査対象者 派遣期間 ボランティアの
職種 
性別 
インタビュー 2014.09.15 回答者＃1 JICA事務所関係者 （現地人） 女 
アンケート 2014.09.20 回答者＃2 JICAボランティア 2014-
2016 
青少年活動 男 
アンケート 2014.09.27 回答者＃3 JICAボランティア 2014-
2016 
青少年活動 女 
アンケート 2014.09.25 回答者＃4 JICAボランティア 2013-
2015 
養護 女 
アンケート 2014.09.27 回答者＃5 JICAボランティア 2013-
2015 
村落開発普及員 男 
アンケート 2014.09.21 回答者＃6 JICAボランティア 2013-
2015 
村落開発普及員 男 
アンケート 2015.06.13 回答者＃7 元ボランティア 2005-
2007 
作業療法士 女 
アンケート 2015.06.22 回答者＃8 元ボランティア 2007-
2009 
行政サービス 男 
アンケート 2015.06.13 回答者＃9 元ボランティア 2007-
2009 
デザイン 女 
アンケート 2015.06.15 回答者＃10 元ボランティア 2007-
2009 
日本語教師 男 
アンケート 2015.06.16 回答者＃11 元ボランティア 2008-
2010 
プログラミング 男 
アンケート 2015.06.19 回答者＃12 元ボランティア 2009-
2010 
道路 男 
インタビュー 2015.06.10 回答者＃13 配属先、首都圏 2013-
2015 
村落開発普及員 男 
インタビュー 2015.06.24 回答者＃14 配属先、首都圏 2013-
2015 
村落開発普及員 女 
インタビュー 2015.06.12 回答者＃15 配属先、首都圏 2014-
2016 
青少年活動 女 
インタビュー 2015.06.15 回答者＃16 配属先、首都圏 2014-
2016 
青少年活動 女 
インタビュー 2015.06.15 回答者＃17 配属先、首都圏 2014-
2016 
ラグビー 男 
インタビュー 2015.06.22 回答者＃18 配属先、首都圏 2015-
2017 
観光業 男 
インタビュー 2015.06.11 回答者＃19 配属先、首都圏 2014-
2016 
青少年活動 女 
インタビュー 2015.06.17 回答者＃20 配属先、首都圏 2014-
2016 
青少年活動 女 
インタビュー 2015.06.19 回答者＃21 配属先、首都圏 2013-
2015 
養護 女 
インタビュー 2015.06.25 回答者＃22 配属先、首都圏 2013-
2015 
養護 女 
インタビュー 2015.06.19 回答者＃23 配属先、首都圏 2014-
2016 
青少年活動 女 






















































インタビュー 2015.06.05 回答者＃34 配属先、ナリン洲 2014-
2016 
青少年活動 女 
インタビュー 2015.06.08 回答者＃35 配属先、ナリン洲 2014-
2016 
日本語教師 男 
インタビュー 2015.06.08 回答者＃36 配属先、ナリン洲 2013-
2015 
観光業 男 





6.2.3  調査結果と考察 









































































































































































































































































































































































                                                   



































































































































































































































































































































































































































































































                                                   






















































































































































































                                                   
1 麻生外務大臣演説「『自由と繁栄の弧』をつくる」2006 




 日本は「価値の外交」において、対象地域の 1 つとして中央アジア諸国を挙げており、
同地域に対して外交樹立後各種の ODA を実施してきた。日本の ODA は全体的に「人間
の安全保障」を柱として、普遍的な価値と自国の経験を組み合わせながら支援を行ってい
る。例えば、本論文の第 3 章で述べたように、キルギスに対する日本の ODA の基本方針
として、民主主義の定着を後押しする持続的かつ均衡のとれた経済成長への支援が挙げら
れている。 
なお、日本の外交政策における ODA の役割に関しては、①ODA を通じた国際社会にお
ける自国の影響力の確保及び信頼の獲得、②資源、エネルギーなどの安定的な供給確保、
③世界規模の諸問題解決に向けた協力を通じた自国の安全や繁栄の確保とまとめた。そし













































































































































































の二国間関係は、日本が 1991 年 12 月 28 日にキルギスを国家として承認したことによっ
て、1992 年 1 月 26 日に国交樹立したが、当時のキルギスを含む日本の対中央アジア外交
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1992 153 142 11 131 2001 1,677 978 699 279 
1993 97 34 63 ▲29 2002 11,515 1,305 10,210 ▲8,905 
1994 2,495 2,299 196 2,103 2003 22,310 5,593 16,717 ▲11,124 
1995 6,507 5,678 829 4,849 2004 4,237 3,73 8 499 3,239 
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2009 年 1－6 月の日本の対キルギス輸出品構成 4 （単位：1000US ドル） 
商 品 名 数量 金額 ％ 
キルギスから日本へ 輸出総計 71 100 
食料品 - - - 
原料品 - 25 34.8 
動物性原材料 - 25 34.8 
原料別製品 - 46 65.2 
  金属製品 - 46 65.2 
日本からキルギスへ 輸出総計 12,830 100 
化学製品 - 3 0 
原料別製品 - 881 6.9 
一般機械 - 668 5.2 
  建設・鉱山用機械 - 283 2.2 
電気機器 - 101 0.8 
輸送用機器 - 6.707 52.3 
 自動車 2.982 6.238 48.6 
  乗用車 2.959 6.089 47.5 
     新車 3 63 0.5 
     中古 2.956 6.025 47 
  バス・トラック 23 149 1.2 
     新車 4 48 0.4 
     中古 19 102 0.8 
その他 - 4,470 34.8 
 精密機器 - 11 0.1 











                                                   
4 日本キルギス投資環境整備ネットワーク提供資料を基に筆者が作成。アドレスの字体チェッ
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3 月 28 日 キルギス日本語弁論大会 ビシュケク人文大学大講堂 
9 月 4 日 居合道フェスティバル ビシュケク市コジョムクル
名称スポーツ宮殿 
9 月 18 日 盆踊り大会 ビシュケク市若者広場 






11 月 20 日―27 日 第１回日本総合紹介週間  
12 月 5 日  キルギス日本語能力試験 キルギス民族大学 
2011 年 
3 月６日 第 1 回剣道大会大使杯  
3 月 9 日―11 日 第６回日本映画祭  
4 月 16 日 キルギス弁論大会  
4 月 30 日 中央アジア弁論大会  
６月７日 第１回ナリン日本デー ナリン州、ナリン市 




6 月 23 日―24 日 第１回オシュ日本デーズ オシュ州オシュ市 
６月 28 日 Visit Japan Campaign  
9 月 16 日―24 日 第２2 回日本総合紹介週間  




















  無償資金協力 技術協力 計 
1993 0.5 3.05 3.55 65 68.55 
1994 10 4.55 14.55 31.27 45.82 
1995 15.9 3.68 19.58 - 19.58 
1996 13.08 3.35 16.43 84.7 101.13 
1997 3.01 5.83 8.84 － 8.84 
1998 15.01 6.22 21.23 52.5 73.73 
1999 2.99 5.35 8.34 23.18 31.52 
2000 11.41 2.18 13.59 － 13.59 
2001 3.15 3.56 6.71 － 6.71 
2002 9.96 4.33 14.29 － 14.29 
2003 4.42 9.55 13.97 － 13.97 
2004 9.12 11.95 21.07 － 21.07 
2005 0.54 9.03 9.57 － 9.57 
2006 6.35 8.1 14.45 － 14.45 
2007 6.72 7.34 14.06 － 14.06 
2008 9.13 7.69 16.82 － 16.82 
2009 3.45 9.87 13.32 － 13.32 
合計 124.74 103.22 227.96 256.65   
全 体 に 対 

















対キルギス日本の ODA の年度別・形態別実績 7 
年度 有償資金協力 無償資金協力 技術協力 







研修員受入 20 人 
専門家派遣 1 人 
調査団派遣 39 人 
開発調査  5 件 






研修員受入 20 人 
専門家派遣 2 人 
調査団派遣 62 人 
機材供与 3 百万円 
開発調査  5 件 
95 なし 15.90 億円 
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96 84.70 億円 
マナス空港近代化計
画  （54.54) 
ビシュケクーオシュ
道 路 改 修 計 画  
(30.16) 
13.08 億円 
食糧増産援助  (3.00) 
ノンプロ無償  (10.00) 
草の根無償(２件)  (0.08) 
3.35 億円 
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研修員受入 60 人 
協力隊派遣 6 人 
調査団派遣 4 人 
機材供与 56.01 百万円 
2001 なし 3.15 億円 
食糧増産援助 (3.00) 
草の根無償(6 件) (0.15) 
3.56 億円 
研修員受入 90 人 
専門家派遣 3 人 
調査団派遣 13 人 
機材供与 87.59 百万円 
協力隊派遣 3 人 
留学生受け入れ 22 人 






研修員受入 140 人 
専門家派遣 8 人 
調査団派遣 28 人 
機材供与 33.92 百万円   
留学生受入 20 人 
協力隊派遣 6 人 





研修員受入 141 人 
専門家派遣 19 人 
調査団派遣 100 人 
機材供与 78.29 百万円 
留学生受入 27 人 
協力隊派遣 10 人 
その他ボランティア 2 人 





（6 件） (0.31) 
11.95 億円 
研修員受入 107 人  
専門家派遣 22 人  
調査団派遣 104 人  
機材供与 150.52 百万円  
協力隊派遣 11 人  
その他ボランティア 2 人 
2005 なし 0.54 億円 
草の根・人間の安全保障無償 
（11 件） (0.54) 
9.88 億円 
研修員受入 164 人 
専門家派遣 26 人 
調査団派遣 58 人 
機材供与 40.26 百万円 
留学生受入 39 人 
協力隊派遣 10 人 
その他ボランティア 1 人 







研修員受入 107 人 
専門家派遣 39 人 
調査団派遣 42 人 
機材供与 23.03 百万円 
留学生受入 55 人 
協力隊派遣 3 人 
その他ボランティア 1 人 




人材育成奨学計画（2 件） (1.80) 
草の根・人間の安全保障無償 
（3 件） (0.16) 
研修員受入 156 人 
専門家派遣 24 人 
調査団派遣 21 人 
機材供与 5.37 百万円 
留学生受入 62 人 
協力隊派遣 24 人 
その他ボランティア 5 人 
2008 なし 9.13 億円 
チュイ州橋梁架け替え計画 (6.35) 
人材育成奨学計画（3 件） (2.57) 




研修員受入 126 人 
専門家派遣 52 人 
調査団派遣 13 人 
機材供与 11.90 百万円 
留学生受入 73 人 
協力隊派遣 4 人 








研修員受入 132 人 
専門家派遣 54 人 
調査団派遣 10 人 
機材供与 23.76 百万円 
協力隊派遣 25 人 





















Location Map （第 1 フェーズ） 
 
Location of Issyk-Kul Oblast 
 










3.性別 □男 □女 






2. グループの構成 女性＿＿＿＿＿＿  男性＿＿＿＿＿＿＿ 
3．グループメンバー同士の関係はどうなっていますか。 
□家族のメンバー  □隣人の方   □職場の仲間   □混合  □その他＿＿＿ 
4．あなたはどのようにリーダーになりましたか。 




□村の伝統的な技術等を大事にすること       □自分のビジネスを開くこと 
□役所から支援を受けること            □JICA から支援を受けること 
□雇用機会を作り、メンバーの現金収入を増やすこと □村人との交流場を作ること 
□この村の特殊を生かした作品作りのため      □その他＿＿＿＿＿ 
Ⅲ．アクター間関係              
 1．グループを作ることを誰に指定されましたか。 






□資金＿＿＿＿    □生産技術改善＿＿＿   □機械など設備提供＿＿＿＿ 
□施設提供＿＿＿＿  □デザイン改善＿＿＿＿  □販売、展示場所提供＿＿＿＿ 
□生産商品の宣伝   □市場等に関する情報提供、アドバイス＿＿＿  
□セミナー・トレーニング ＿＿＿    □その他＿＿＿ 
3．JICA 及び役所に対して更にどのような支援がほしいですか。（相当する項目にチェ
ックを入れて、JICA か役所かを書いてください） 
□資金＿＿＿＿     □生産技術改善＿＿＿   □機械など設備提供＿＿＿＿ 
□施設提供＿＿＿＿   □デザイン改善＿＿＿＿  □販売、展示場所提供＿＿＿＿ 
□生産商品の宣伝    □セミナー・トレーニング ＿＿＿    □その他＿＿＿ 
 
Ⅳ．商品の生産・販売             
 1．あなたのグループが生産している商品は何ですか。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 2．誰がこの商品を生産すると決めましたか。 
□役所    □JICA    □グループメンバー  □その他＿＿＿＿＿＿ 
3．なぜこの商品があなたのグループが生産することになりましたか。 
□村に材料が多くあるから        □初めての商品だが、良く売れるから 
□以前からこの村で作られているから   □その他＿＿＿＿＿＿＿ 
4．同じ商品を生産しているグループ/企業は近くにありますか。□はい  □いいえ 
ある場合は、そのためにこの商品は売れなくなったりしたことはありますか。 
□売れなくなりました          □そのようなことはない 
5．この商品は良く売れていますか。 
□はい                 □いいえ 
6．価格はどのように決めていますか。 
□原価に基づいて   □市場価格に基づいて   □JICA の指定に基づいて  □役所
の指定に基づいて   □その他＿＿＿＿＿＿ 
7．生産商品はだれに売りますか。 
□消費者に直接販売する     □サービスプロバイダー（NGO） □外国人観光客  




□村内    □周辺村    □Raion 区内   □州内   □国内全体  □外国 
9．村の材料が不足し、外から買ってきたことはありますか。 
□はい    □いいえ 
10．グループで技術などを身につけて、自分の会社・ビジネスを開いたメンバーはいま
すか。 
□はい    □いいえ 
11．グループリーダーになって、あなたの生活には変化がありましたか。 








3.性別 □男 □女 




8. 債務の優無  □有り    □なし 
どこから債務を借りていますか。 
□政府系基金   □民間銀行   □親戚    □その他＿＿＿＿＿＿ 
Ⅱ．参加グループについて 
 1．誰に生産グループに参加することを勧められましたか。 
□隣人   □家族のメンバー  □リーダー  □職場の仲間  □その他＿＿＿＿ 
2．メンバーになるための条件はありましたか。どのような条件ですか。＿＿＿＿＿＿ 
3．グループに入る時、生産技術など求められましたか。 










１カ月＿＿＿＿  １年＿＿＿＿ 
10．グループからの収入を何に使いますか。順に 1、２、3…を付けてください。 
□食事＿＿    □借金＿＿    □教育費＿＿＿    □医療費＿＿＿＿    
□貯金＿＿＿＿   □その他＿＿＿ 
11．現金収入以外に、グループに入った理由は何ですか。 
□仲間を作る       □借金を返すため      □周りの人の頼りになりたい 




□はい   □いいえ 
2．はいの場合、グループ参加後、その商品の質などは良くなりましたか。 
□はい   □いいえ 
3．同じ商品を村内、他の村で作っているグループ/企業はありますか。ある場合、その
グループの商品の質はあなたの商品と比べてどうですか。 





□変化なし  □悪化＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
2.グループに参加して、新しい知識や技術を身につけることが出来ましたか。 



































参考資料 VIII インタビュー項目 










































           































































































2. JICA ボランティア事業の意義について 
JICA ボランティア事業の目的は何だと思いますか。 
JICA ボランティアを受け入れようと思った主な理由は何ですか。 









今後とも JICA ボランティアを受け入れようと思っていますか。 
他のところにも JICA ボランティア事業を薦めていますか。 
4. JICA ボランティア事業の問題点や課題について 
JICA ボランティアの活動において、何か問題が生じたことはありませんか。 
直面している問題点、課題、または改善点などがあれば教えてください。 
5. JICA ボランティア事業全体について 
JICA ボランティアはキルギスにとって必要だと思いますか。 













締切日：XX 年 XX 月 XX 日 
連絡先：xxxxxx  
 
筑波大学大学院人文社会科学研究科国際日本研究専攻 博士課程後期  















































4． JICA 事業全般について 
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